建築主・代理者・設計者の方へ

仮使用認定申請手続きのご案内
１． 事前相談について

今後の審査及び現場検査を円滑に進めるために事前相談を行っております。この段階で、当社でお引き受けできる仮使用の内容か、通路や区画は適切かなどの確認をさせていただきます。
また、管轄する消防署等へも事前相談を行っていただき、その結果も確認させていただきます。

まず、確認申請時の担当者へ電話連絡をお願いします。担当者より打ち合わせの日時などを協議させていただきます。

２． 申請書類
	書　類　名
	部数
	備　考

	申込書（確認検査・適合証明）
	１部
	申請手数料請求の為の引受承諾書送付先、認定通知書受取方法を記入して下さい。

	仮使用認定申請書

（施行規則第三十四号様式）
	２部
	記載例を参考に作成して下さい。
仮使用期間は余裕をもって設定してください。

	消防照会用図書
	１部
	管轄消防署で取扱いが異なりますので、担当者へお問合せ下さい。

	仮使用認定申請書第２面
	１部
	行政庁報告用となります。

	委任状
	１部
	申請者以外の代理者が手続き等を行う場合必要となります。

※申請者が複数いる場合はそれぞれの委任状が必要です

	中間・完了検査構造チェックシート
完了検査設備チェックシート
	１部
	現地検査の際に施工・監理状況を把握するため、当社ホームページでご案内している「建築基準法に基づく検査内容について」に当初確認申請の建築物の規模等が該当する場合は提出をお願いします。


※ 必要図書（九州住宅保証が確認を行った建築物の場合）
	図面の種類
	明示すべき事項

	各階平面図
	縮尺、方位、間取、各室の用途、新築又は避難施設等に関する工事に係る建築物又は建築物の部分及び仮使用の部分

	
	仮使用の部分の各室から建築物の敷地外に通ずる通路

	
	仮使用の部分以外の部分の各室から建築物の敷地外に通ずる通路

	
	平成２７年国土交通省告示第２４７号第一第3項第二号イ又はロの規定による区画（以下「仮使用区画」という。）の位置及び面積

	
	仮使用区画に用いる壁の構造

	
	仮使用区画に設ける防火設備の位置及び種別

	
	仮使用区画を貫通する風道の配置

	
	仮使用区画を貫通する風道に設ける防火設備の位置及び種別

	
	給水管、配電管その他の管と仮使用区画との隙間を埋める材料の種別

	二面以上の

断面図
	仮使用区画に用いる床の構造

	
	令第112条第10項に規定する外壁の位置及び構造

	二面以上の

断面図
	仮使用区画を貫通する風道に設ける防火設備の位置及び種別

	
	給水管、配電管その他の管と仮使用区画との隙間を埋める材料の種別

	耐火構造等の構造詳細図
	仮使用区画に用いる床及び壁の断面の構造、材料の種別及び寸法

	
	仮使用区画に設ける防火設備の構造、材料の種別及び寸法

	配置図
	縮尺、方位、工作物の位置及び仮使用の部分

	
	敷地境界線及び敷地内における建築物の位置

	
	敷地の接する道路の位置及び幅員

	
	仮使用の部分の各室から建築物の敷地外に通ずる通路

	
	仮使用の部分以外の部分の各室から建築物の敷地外に通ずる通路

	
	建築物の敷地のうち工事関係者が継続的に使用する部分

	安全計画書
	工事中において安全上、防火上又は避難上講ずる措置の概要

	
	（注）建築基準法施行令第147条の2に規定する建築物を仮使用する場合は「安全計画書」に代えて建築基準法施行規則第11条の2第1項の表に掲げる「安全計画書工事計画書」

	その他法第7条の6第1項第二号の国土交通大臣が定める基準に適合することの確認に必要な図書


※仮使用認定申請手数料の算定を迅速に行うため、仮使用申請部分の床面積求積図を添付して下さい。
３． 留意事項
1）　図面明示について
① 仮使用部分と工事部分を色分けするなど、区分を明確に表現してください。

② 敷地内避難通路については、「仮使用部分使用者経路」と「工事作業者の経路」の区分がわかるように明示してください。
③ 仮使用部分に、確認申請時の計画と異なる部分がある場合は、当該部分を明示するとともに、その床面積の算定根拠を記載してください。（完了検査手数料の算定に必要となります）

2）　仮使用部分を変更・追加する場合

　① 仮使用認定後に仮使用部分の変更や追加をする場合は、原則として再度、仮使用認定申請が必要です。
（追加の予定がある場合は仮使用認定申請書の【10.備考】欄に、追加の予定を記入してください。また、２回目以降の仮使用申請の場合は、【10.備考】欄に、従前の仮使用認定番号、仮使用認定日、仮使用期間を記入してください。）
　② 当社で仮使用認定を受けている建築物に、仮使用部分を追加する認定を行う場合は、従前の仮使用認定計画図に追加部分の範囲とその床面積を明示してください。（既認定部分に変更がない場合に限ります）
3）　特定行政庁・消防部局への届出

（特定行政庁）

建築基準法第９０条の３の規定により、工事中における安全上の措置等に関する計画の届出が必要な場合は、当該建築物を使用する前に、申請者が特定行政庁へ直接届け出なければならないとされています。

（消防）

仮使用の部分の規模等に応じて、消防法の規定に基づく消防設備等の検査を受ける必要がある場合は、別途、消防部局への手続きが必要です。

（消防部局への手続きの際に必要な「安全計画書」は、仮使用認定申請の安全計画書とは様式が異なりますのでご注意ください）

4）　その他

確認申請を当社以外で行った場合の仮使用認定については、必要書類、審査期間等が異なりますので、別途ご相談ください。
４． 申請手数料について

手数料は、「建築確認検査手数料一覧表（別表第5）」のとおりです。ホームページにてご確認ください。

　　＜お問合せ先＞　九州住宅保証株式会社　確認検査本部

本社　TEL 092-771-7615　/　FAX 092-718-1158

北九州支店　TEL 093-511-8110　/　FAX 093-511-8112

